
～

　法定受託事務 自治事務

　 　 有 　 　無

 　   有 　 　無

　 　 有 　 　無

　 　 有 　 　無

①

②

③

④

⑤

⑥

⑦

⑧

⑨

⑩

吉川市年間負担経費(Ａ－Ｂ）

補　助　・　単　独　区　分

　

Ｂ
　
特
定
財
源

事　　　業  　　費

成
果
指
標

①

②

正職員投入人員

%
90 92

Ａ
　
ト
ー

タ
ル
コ
ス
ト

Ｃ

Ｄ

77.5 73.6

策定率

100

対
象
指
標

①

人　　　件　　　費

正職員人件費

会計年度任用職員人件費

受益者負担額（使用料・手数料等）

そ   　の    他 

市　      　  債

県  支  出  金

国  庫　支　出　金

トータルコスト計（①＋②＋③－④）

コ ス ト 対 象 外  (除外)

間　 接　 経 　費　(加算)

県  補  助  率

国  補  助  率

「計画通り」「一部変更はあるが計画に影響はない」と評価された割合

-

68.8

80
80

行政サービスにおける満足度
%

80

進捗管理で当該年度の取組状況が「計画通り」と評価された割合 91.9 100.0

投

入

資

源

80
市民意識調査において「満足」「どちらかと言えば満足」と回答した人の割合

73.0

-

90

80 80
80

活
 

動
 

指
 

標

①
行財政改革に関する情報提供回数

回
2 5

②
次期行財政改革大綱の策定

%
.-

③

2,747 3,524 2,892 1,301

受益者負担率（⑩÷⑤）

目標(見込)値
実績値 実績値

吉川市単独全額補助 一部補助 補助事業の上乗せ・横出しあり

計画(見込)値
目

標

設

定

・

実

績

区分
指　　   　　 標　 　 　　　名　　(上段)

計　算　式　　・　説　     明  　（下段）
単　位

令和○年度 令和○年度 令和○年度 令和○年度 令和○年度

73,514
73,706 74,484

73,21772,877 73,014

74,771

0

△ 2,223

全人口
人

目標(見込)値 目標(見込)値
実績値

73,756
翌年度4月1日現在の総人口

②

計画(見込)値

-

1

- 100

2 1
行財政改革大綱の進捗管理のために委員会を開催した回数 1 3 1

-

1,2882,844 1,288 △ 2,193

1,351 1,351

1,351 1,351

0

0

3,481

0.35人 0.45人 0.36人 0.17人

0

△ 0.28人

0

2,844 1,288 △ 2,193 1,288

0

0.17人 0.17人

63

2,718 3,481 1,288

決算(千円) 予算(千円) 決算(千円) 増減額(千円) 当初(千円) 計画(千円)
令和○年度 令和○年度 令和○年度 令和○年度 令和○年度
決算(千円)

前年度事務事業

区　　　　　分区分

業務プロセス
（№・名称）

　 　 有 　 　無
101315

行財政改革大綱を推進するための取組みを行う。
行財政改革推進委員会を開催し、第4次よしかわ行財政改革
大綱の進行管理を行うとともに次期行財政改革大綱の策定
を行う。

0

2,747 3,524 2,892 1,301

28 43 48 13 △ 30

0

△ 2,223

2,718

個別計画の位置付け 行財政改革大綱

第６章 まちづくりの推進のために（行政運営）

第４節 計画的・総合的な行政の推進

(3)計画的な行財政改革の推進

施　　　　策 直接事業費

執 行 方 法 直営

10131503 行革プラン進行管理

63

10131506 行財政改革の成果取りまとめ及び公表

1,288

目
　
　
　
的

対　　象
（誰を、何を）

（直接の対象）「第4次よしかわ行財政改革大綱」
（最終的な対象）全市民

手　　段
（どのような

事業を行うのか)意　　図
(対象にどの
ような状態に
なってほしい

のか)

00 99 全年齢

効率的・効果的な行財政運営が行われ、市民の行政への満
足度が向上する。

対象年齢

平成15年度 未設定

　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

施策小項目

事業年齢 17歳

一般会計予
算
科
目

会計区分

行政改革事業

款 項

目 細目

総務管理費総務費
市まち･ひと･しごと

創生総合戦略との関連 企画費

と
の
関
係

基
本
計
画

関連付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無 事 業 区 分

まちづくり目標

令和○年度 事 務 事 業 評 価 シ ー ト No. 1013 15

実施計画の位置付け 　　    有 　　　　　　　　　　　　　　　　　　無

事務事業の性質

根拠法令等基

　
　
本

　
　
事

　
　
項

事務事業名 行財政改革推進事業
所管部署名

事前評価日 令和○年○月○日 事前評価責任者 ○○　○○

事 業 期 間

類 似 事 業

　　　毎年度繰り返し　 　  　単年度　　　  　複数年度

政策室  企画担当

「誰」あるいは「何」

を対象としているか記

入しています。

この事務事業に税金を投入して、対象

がどのような状態になるのかを記入し

ています。アウトカムにあたります。

実際にどのような活動をしているのか

を記入しています。アウトプットにあ

たります。

この事務事業に要したコストをまとめています。直接事業

費は委託料や工事請負費など直接要したコストです。人件

費は職員が実際に従事した勤務時間に平均人件費をかけて

算出しています。

また、特定財源では、国庫支出金や県支出金、受益者負担

金などを記入しています。

手段として行った行政活動を指標化していま

す。

働きかける対象の大きさを表す指標名を記入しています。 各指標の各年度の目標（見込）値と実績値を記入していま

す。

対象となる人やものがどのような状態になったかを指標化しています。

この事務事業が関連するSDGsのゴールを表示しています。
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総務費 / 総務管理費 / 企画費

１　行財政改革推進委員会の開催

第1回：令和3年2月19日　よしかわ行財政改革推進プランの捗状況について

２　よしかわ行財政改革プラン進捗状況

計画通り実施できた

一部実施できなかった（計画に影響なし）

一部実施できなかった（計画の見直しが必要）

全く実施できなかった（計画に影響なし）

全く実施できなかった（計画の見直しが必要）

計

令和○年度

役割分担
（行政関与）

種別

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　        計画大柱
      進捗状況

135.09%
令和○年度

★★★★★ ★★★★★

　　  あり　　      なし

★★★

9

達成度がやや低い

102.11%

★★★

108.70%

　　  妥当　　　　要検討

評価結果 判断理由（特記事項）

18 10

1

（増加目標指標）

（増加目標指標） 達成された

令和○年度 単位当たりコスト換算指標 令和○年度

行政サービスにおける満足度
93.01%

他の事業に統合 　廃止・休止

     縮　小

　現状のまま継続

変動率

直接事業費については、行財政改革推進委員会委員報償費が主であるため、コスト
改善の余地はない。
また、受益者負担の適正化余地については、直接的な受益者を伴わない事業である
ため、適正化の余地はない。

よしかわ行財政改革大綱に掲げる改革項目を計画通り実行することで、更なる市民
満足度の向上が見込まれる。
また、行財政改革の推進は、効率的・効果的な行政運営に資するものであり、上位施
策への貢献度は極めて高い。

達成された

達成された

39.49%
若干減少している

評

価

年

度

の

主

な

取

組

行財政改革は市が取り組むべき事務事業である。

事

業

評

価

評価指標　（指標性質）

今後の方針

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

「今後の方針」
の説明

（計画内容等）

一次評価日 令和○年○月○日

　現状のまま継続

   拡　大 　手段を改善（実施主体・手段の改善）      縮　小

改

革

改

善

これまでの
改革・改善内容

令和元年度に、「第5次よしかわ行財政改革大綱」と「よしかわ行財政改革推進プラン」を策定し、事務事業が効率的・効果的に実施できているか
を点検・確認するための経営的視点、市民視点及び持続可能性視点（ＳＤＧｓ視点）を改革のスクリーンとして盛り込んだ。

事業を取り巻く環境
やニーズの変化

リスク（マイナス要素） 機会（プラス要素）

デジタル化の進展、官民連携などにより、行財政改革の推進の可能性
が広がる。

今後とも行財政改革に取り組んでいく必要がある。
行財政改革大綱

との関連
（点検・確認）

35,439.46 円 47,873.75 円

成果
指標

91.25% 「計画通り」「一部変更はあるが計画に影響
はない」と評価された割合

①

活動
指標

100.00%

効

率

性

★★★★

成果指標を単位として換算 単位 ： 円/%

　　  あり　     　 なし

達成度がやや低い

受益者負担
適正化
の余地

コスト改善
の余地

単位当たり
コスト

変動率 減少している

概ね達成された

★★★★★

　　  あり　　     なし

成果向上の
余地

　　  あり　　　 　なし

増加している

効率的な
行政運営

効率的な
公共ｻｰﾋﾞｽ

　健全な
財政運営

8 9 10

7

2

区　　　分

対象・手段   　　妥当　　    要検討
高度化･多様化した市民ニーズに的確に対応し、自立した行財政運営を行うためには、行財政改革に絶えず取り組ま
なければならない。
第5次よしかわ行財政改革大綱を着実に実行するため、引き続き行財政改革推進委員会を中心に進行管理を行い、
行財政改革を進めていく必要がある。

意　　　図 　　  妥当　   　 要検討

▲活動　　●成果

有

効

性

目
標
達
成
度

妥

当

性

令和○年度

① 行財政改革に関する情報提供回数

上位施策へ
の貢献度

令和○年度

50.00% 60.00%

他の事業に統合 　廃止・休止

令和○年○月○日

終了・完了

   拡　大

二次評価日

   改善のうえで継続

　手段を改善（実施主体・手段の改善）

今後の方針    改善のうえで継続

効率化
二
次
評
価

終了・完了

効率化
（
一
次
評
価

）

事
業
の
方
向
性

一 次 評 価 責 任 者 ○○　○○

「改善のうえで継続」
の場合の展開方針

説   明

18,906.10 円

50%

75%

100%

125%

150%

H30 R1 R2

80%

100%

120%

H30 R1 R2

当該年度に実施した主な取組みを記入しています。

対象・手段、意図、役割分担について、妥当性を評価していま

す。

活動指標及び成果指標につ

いて最も主要な指標を選択

し、当初の目標値に対する

達成度を測定しました。

また、成果向上の余地及び

上位施策への貢献度を評価

することで、有効性を評価

しています。

この事務事業の今後の方向性について、一次評価で

は課長級の職員が評価し、二次評価では、部長級の

職員が評価しています。

なお、部長級が不在の部署については、一次評価者

と二次評価者が同じになります。

この事務事業を取巻く国・県・他市町の動向や社会環境の変

化、市民のニーズの変化等について、リスク（マイナス要

素）と機会（プラス要素）にわけて記入しています。

また、行財政改革大綱と関連させ、事務事業の点検・確認を

行い、改革改善の必要性について評価しています。

最もコストのかかる活動指

標を選択し、単位当たりコ

ストの増減を前年度と比較

しています。

また、コスト改善の余地及

び受益者負担適正化の余地

について評価することで、

効率性を評価しています。

Copyright(C)2020 Yoshikawa City office.all rights reserved


